












柳 沢 雄 二
【事案の概要】
Xは、貸金業者であるY株式会社から金銭を借り入れて弁済を続けてきたが、
利息制限法所定の制限内で充当して計算すると過払金が発生しており、かつY
は過払金の受領が法律上の原因を欠くものであることを知っていたと主張して、
Yに対し、不当利得返還請求権に基づく過払金元本664万3639円および民法704
条前段所定の利息の支払いを求める訴訟（以下「本件訴訟」という）を、Xの住所
地を管轄する大阪地方裁判所に提起した。
Yは、Xの主張する６口の金銭消費貸借契約に関する契約証書には、いずれ
も、「訴訟行為については、大阪簡易裁判所を以て専属的合意管轄裁判所としま
す。」との条項があり、大阪簡易裁判所を専属的管轄とする合意が成立している
と主張して、民訴法16条１項に基づき、本件訴訟を大阪簡易裁判所に移送するこ
とを求める申立てをした。
Xは、各金銭消費貸借契約書における専属的管轄の合意の成立および効力を
争った上、本件訴訟においては期限の利益の喪失の有無および悪意を否定する特
段の事情の有無等が争点となることが予想されるから、簡易裁判所で審理するの
は相当でないとして、Yの移送の申立てを却下すべき旨の意見を述べた。
原々審は、本件各契約書における専属的管轄の合意の成立およびその効力が本
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件訴訟にも及ぶことを認めた上で、本件訴訟においては過払金の充当関係につい
て相当複雑な処理が必要であってその判断には相当の困難が伴うと予想されるこ
と、および本件訴訟の訴額がはるかに簡易裁判所の事物管轄に属する金額を超え
ていることを理由に、本件訴訟については民訴法16条２項により地方裁判所で慎
重な審理および裁判をする（以下「自庁処理」という）のが相当であると認められ
るから、Yの移送の申立ては理由がないとして、これを却下する旨の決定をし
た。
これに対してYが即時抗告をしたところ、原審は、専属的管轄の合意により
簡易裁判所に専属的管轄が生ずる場合に地方裁判所において自庁処理をするのが
「相当と認められるのは、合意に基づく専属管轄裁判所への移送が申し立てられ
たときに、移送を認めることにより訴訟の著しい遅滞を招いたり、当事者の衡平
を害することになると認めるべき事情がある場合に限られると解され、このよう
な事情がないときには、合意に基づく専属管轄裁判所に移送するのが相当であ
る」ところ、本件訴訟で予想される争点について類似の最高裁判所の裁判例が存
在し、簡易裁判所における同種事案の審理も定着してきた現状においては、簡易
裁判所での審理に適さないほど複雑で困難な事案であるとまではいえず、また審
理が長期化するともいえない等として、原々決定を取り消し、民訴法16条１項に
基づいて本件訴訟を大阪簡易裁判所に移送する旨の決定をした。
これに対してXは許可抗告の申立てをしたが、抗告理由は、①原決定は最高
裁判所の判例がない場合における抗告裁判所である福岡高決昭和45・10・27下民
集21巻9＝10号1416頁および大阪高決平成18・６・27（判例集未搭載、平成18年
（ラ）第439号事件、TKC文献番号【28112485】）の判例に反する、②原決定の判断
には民訴法16条２項の「相当と認めるとき」の解釈に関する重要な事項を含む、
である。
【決定要旨】
破棄自判
?民訴法16条２項の規定は、簡易裁判所が少額軽微な民事訴訟について簡易な
手続により迅速に紛争を解決することを特色とする裁判所であり（裁判所法33条、
民訴法270条参照）、簡易裁判所判事の任命資格が判事のそれよりも緩やかである
（裁判所法42条、44条、45条）ことなどを考慮して、地方裁判所において審理及び
裁判を受けるという当事者の利益を重視し、地方裁判所に提起された訴訟がその
管轄区域内の簡易裁判所の管轄に属するものであっても、地方裁判所が当該事件
の事案の内容に照らして地方裁判所における審理及び裁判が相当と判断したとき
はその判断を尊重する趣旨に基づくもので、自庁処理の相当性の判断は地方裁判
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所の合理的な裁量にゆだねられているものと解される。そうすると、地方裁判所
にその管轄区域内の簡易裁判所の管轄に属する訴訟が提起され、被告から同簡易
裁判所への移送の申立てがあった場合においても、当該訴訟を簡易裁判所に移送
すべきか否かは、訴訟の著しい遅滞を避けるためや、当事者間の衡平を図るとい
う観点（民訴法17条参照）からのみではなく、同法16条２項の規定の趣旨に鑑み、
広く当該事件の事案の内容に照らして地方裁判所における審理及び裁判が相当で
あるかどうかという観点から判断されるべきものであり、簡易裁判所への移送の
申立てを却下する旨の判断は、自庁処理をする旨の判断と同じく、地方裁判所の
合理的な裁量にゆだねられており、裁量の逸脱、濫用と認められる特段の事情が
ある場合を除き、違法ということはできないというべきである。このことは、簡
易裁判所の管轄が専属的管轄の合意によって生じた場合であっても異なるところ
はない（同法16条２項ただし書）。」
【評釈】
１．本件の特徴
本決定は、地裁にその管轄区域内の簡裁の管轄に属する訴訟が提起された場合
における当該簡裁への移送の判断基準に関して、最高裁によってなされた初めて
の決定である。また、地裁と簡裁との間の（事物管轄の規律を含めた）民事の第一
審裁判所としての役割分担のあり方について考える上でも非常に重要な判例であ
(１)
って、実務に大きな影響を及ぼすものと思われる。
本件の特徴として、次の三点を挙げることができる。第一に、本件における訴
訟の目的の価額は140万円を超えており、本来的には地裁の事物管轄に属する
（裁24条１号、33条１項１号）ことである。第二に、XY間の金銭消費貸借契約の
契約証書には、大阪簡裁を専属的合意管轄裁判所とする明示の条項が
(２)
あり、Y
が管轄違いに基づく移送（民訴16条１項）を申し立てたことで
(３)
ある。そして第三
(１) 川嶋四郎「本件判批」法セ648号120頁（2008）。
(２) 管轄の合意（民訴11条）は、第一審に関する限り土地管轄のみならず事物管轄について
も認められるとするのが判例（大正15年改正前の事案であるが、大判大正11・７・４民集１
巻363頁）および通説である。
(３) Yが契約証書において簡裁を専属的合意管轄裁判所と明示し、また管轄違いに基づい
て大阪簡裁に移送を申し立てた背景には、原々審も指摘しているように、簡裁では弁護士で
ない者を裁判所の許可を得て訴訟代理人とすることができる（民訴54条１項ただし書）こと
から、自己の従業員を許可代理人として訴訟に関与させることを意図していたのではないか
と推測される。なお、岡久幸治「簡易裁判所の理念と現状」岡久幸治ほか編『新・裁判実務
大系第26巻』12頁（青林書院・2005）参照。簡裁における許可代理制度の問題点について
は、加藤新太郎編『簡裁民事事件の考え方と実務〔第３版〕』133－134頁〔伊藤正二〕（民事
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に、地裁によるいわゆる自庁処理の判断（民訴16条２項）が、原々審・最高裁と
原審で分かれたことである。
そこで、以下では、まず地裁の自庁処理および専属的管轄の合意について従来
の学説および裁判例を概観し、その上で本件の検討を行うこととする。
２．地裁の自庁処理
(１）民訴法16条２項（旧民訴30条２項）は、同法18条（旧民訴31条ノ２）ととも
に昭和23年の民事訴訟法の一部を改正する法律（昭和23年法律第149号）により新
設された規定で
(４)
あり、本来は事物管轄を有しない地裁に管轄権を設定するという
点で、「事件の移送に関する
(５)
特則」で
(６)
ある。
その趣旨は、本件決定要旨も述べているように、簡裁が戦前の区裁に比して権
限が単純化され、少額軽微な民事訴訟について簡易な手続により迅速に紛争を解
決することを特色とする裁判所であること（裁33条、民訴270条以下）、簡裁判事は
一人制（裁35条）であり合議制が予定されていないこと、そして簡裁判事の任用
資格が判事の任用資格よりも軽減されていること（裁42条、44条、45条）等から、
地裁の方が証拠調べ等が徹底でき、また地裁での審理および裁判は当事者にとっ
て利益になることはあっても不利益になることはないという点に
(７)
ある。
(２）地裁による自庁処理の判断は当事者の申立てによりまたは職権でなされ
るが、被告が管轄違いの抗弁を提出しないで応訴したときは応訴管轄（民訴12
条）が生じるため、地裁が自庁処理を判断する余地はなくなる。その意味で、当
事者（特に被告）の意見は非常に重要であるが、移送の裁判は決定によるため、
法研究会・2005）、齋藤哲「本件判批」リマークス39号100頁（2009）。
(４) 菊井維大「改正民事訴訟法の素描」法律タイムズ２巻10号（通巻18号）14頁（1948）
は、旧民訴法30条２項および旧民訴法31条ノ２の新設について、「簡易裁判所の定員の不充
分、所在地の不適當、管轄區域の變更の必要が訴えられる今日では、裁判所法三六條三八條
の存在にも拘らず、正當というべきであろう。」と述べていた。
(５) 奥野健一＝三宅正雄『改正民事訴訟法の解説』29頁（海口書店・1948）。
(６) 奥野＝三宅・前掲（注５）29頁によると、民訴法16条２項は、事件が地裁の管轄区域内
にある簡裁の管轄に属する場合に限って地裁の自庁処理を認めているが、これは、地裁がそ
の管轄区域外の簡裁の事件を取り扱うことは「土地管轄を紊る弊を生ずることを慮」っての
ことである。この点につき、内藤頼博『終戦後の司法制度改革の経過―一事務当局者の立場
から―（第三分冊）』679―681頁（司法研究報告書８輯10号、復刻版・日本立法資料全集別
巻93、信山社・1997）の「簡易裁判所に関する試案（民事局）」も参照。
(７) 三宅省三ほか編『注解民事訴訟法Ⅰ』193頁〔星野雅紀〕（青林書院・2002）、秋山幹男
ほか『コンメンタール民事訴訟法Ⅰ〔第２版〕』203頁（日本評論社・2006）、賀集唱ほか編
『基本法コンメンタール民事訴訟法１〔第３版〕』65頁〔石川明〕（日本評論社・2008）等。
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裁判所の決定手続は、任意的口頭弁論（民訴87条１項ただし書）に基づいて行わ
(８)
れる。他方で、裁量移送（民訴17条、18条または20条の２）について、当事者の申
立てがあったときは裁判所は必要的に相手方当事者の意見を聴き、また職権によ
るときは任意的に当事者双方の意見を聴いて決定するものとされているが（民訴
規８条）、民訴法16条２項と同法18条が「表裏の関係に
(９)
立つ」という点に鑑みれ
ば、民訴法16条２項の場合にも、地裁は当事者の意見を聴いて自庁処理の決定を
するのが望ましいとい
(10)
える。
(３）そして、「相当と認めるとき」の判断について、地裁は「事案の内容、予
想される攻撃防護
ママ
の方法の繁簡、当事者の便益、証拠調の便
(11)
宜等」を考慮した上
で、恣意的にではなく客観的に判断すべきであるが、他方で判断内容に具体的な
基準がないという意味では地裁の自由裁量に委ねられると解される（
(12)
通説）。具
体的に自庁処理が相当な事案としては、①当事者双方に異議のない事案、②法律
の適用や事実認定が複雑かつ困難で、地裁による慎重な審理および裁判が適当な
事案、ならびに、③地裁に関連事件がかつて係属していたまたは現在係属してい
る事案、が挙げられる（
(13)
通説）。
(８) 賀集ほか編・前掲（注7）65頁〔石川〕、濵田陽子「本件判批」ジュリ1376号（平成20年
度重判解）141頁（2009）。旧法下では、口頭弁論の要否について見解の対立があった。
(９) 奥野＝三宅・前掲（注５）30頁。
(10) 高田昌宏「管轄と移送」青山善充＝伊藤眞編『民事訴訟法の争点〔第３版〕』47頁（有
斐閣・1998）、濵田・前掲（注８）141頁、齋藤・前掲（注３）101頁。
もっとも、刑訴規則８条が「意見を聴いて決定をしなければならない」（１項）または
「意見を聴かなければならない」（２項）と規定しているのに対して、民訴規則８条は「意見
を聴いて決定をするものとする」（１項）または「意見を聴くことができる」（２項）と規定
している点に鑑みれば、民訴規則８条１項は訓示規定であり同条２項は注意規定あって、裁
判所が相手方当事者（１項）または当事者双方（２項）の意見を聴かなかったとしても、そ
れによって裁判所の決定が違法になるとまではいえないと解される。秋山ほか・前掲（注
７）212頁。
(11) 奥野＝三宅・前掲（注５）29頁。
(12) 自庁処理の決定によって地裁に管轄権が設定されること、ならびに、移送の決定および
移送の申立てを却下した決定に対しては即時抗告が認められている（民訴21条）ことに鑑み
れば、自庁処理に関する地裁の決定は、口頭弁論調書の記載または決定書において明示的に
なされる必要がある。三宅ほか編・前掲（注７）194頁〔星野〕、秋山ほか・前掲（注７）
203頁、濵田・前掲（注８）142頁、齋藤・前掲（注３）101頁等。
(13) 旧民訴法31条ノ２に関する事件であるが、名古屋簡決平成２・１・31判時1348号137頁
は、XがY（国）らに対して損害賠償請求訴訟を名古屋簡裁に提起し、Yが名古屋地裁へ
事件の移送を申し立てた事案であり、名古屋簡裁は、「民事訴訟法31条の２による移送を相
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下級審裁判例においても、Xが許可抗告の申立てで引用する福岡高決昭和
45・10
(14)
・27は、地方裁判所において「自から
マ マ
審理裁判するのが相当か否かの判断
は、当該地方裁判所の自由裁量的な判断によるものではあるけれど、全く恣意的
な判断ではなく、簡易裁判所の性格、当該事件の難易、複雑性、関連事件が地方
裁判所に係属しているか否か等を客観的に判断してこれを決すべきものであっ
て、その判断に客観性を欠くときは違法なものとなるべきものと解する。」と判
示し、また大阪高決平成18・６
(15)
・27は、「民訴法16条２項にいう『相当と認める
とき』に当たるかどうかは、上記のような簡易裁判所の特殊性、当該事件の内
容、予想される争点、関連事件の係属の有無等の諸事情を考慮して柔軟に解する
のが相当であり、これを限定的に解すべきではない。」と判示して
(16)
いる。
当とする民事訴訟としては、憲法に関する争点を含む事件、前提問題として行政処分の効力
を争う事件、国家賠償請求事件、医療過誤事件、製造物責任に基づく損害賠償事件、工業所
有権に関する事件、既に地方裁判所に係属する訴訟と関連する事件、法律上事実上争点が多
岐にわたり長期間の審理をなす必要が予測される事件等を例示することができる」と判示し
て、Yの移送の申立てを認容した。
なお、民訴法18条による裁量移送の判断基準については、野中利次「簡易裁判所における
管轄と移送の問題点」岡久ほか編・前掲（注３）40頁以下、加藤編・前掲（注３）43－44頁
〔藤岡謙三〕参照。
(14) この事件は、XがYに対して所有権移転登記手続請求訴訟を福岡地裁に提起し、Yが
甘木簡裁へ事件の移送を申し立てたところ、福岡地裁がこれを認容したためにXが即時抗
告をした事案であり、福岡高裁は、原決定を取り消してYの移送の申立てを却下した。
(15) この事件は、Xが貸金業者であるYに対して過払金の発生を理由に不当利得返還請求
権に基づく305万余円の支払いを求める訴えを神戸地裁姫路支部に提起し、Yが金銭消費貸
借契約の契約証書に「訴訟行為については、姫路簡易裁判所を以て専属的合意管轄裁判所と
します。」との条項があることを理由に管轄違いに基づいて姫路簡裁へ事件の移送を申し立
てたところ、神戸地裁姫路支部がこれを認容したためにXが即時抗告をした事案であり、
大阪高裁は、原決定を取り消してYの移送の申立てを却下した。
(16) これに対して、旧民訴法31条ノ２に関する事件であるが、東京地決昭和30・９・26判時
64号23頁は、XがYに対して売掛代金の支払いを求める訴えを東京簡裁に提起し、Yが東
京地裁へ事件の移送を申し立てたところ、東京簡裁がこれを却下したためにYが即時抗告
をした事案であり、東京地裁は、「民訴31条の２にいわゆる相当なりや否やは客観的な規準
によって判断すべきものであって、原審のいうように『相当なりや否やは裁判所の自由なる
裁量によって定むる他の干渉を許さない』となすべきものではない。」と判示して、原決定
を取り消して事件を東京簡裁に差し戻した。この東京地裁の事件の原決定を見ていないため
に東京簡裁がいかなる判断の下にYの移送の申立てを却下したのかは（東京地裁の決定文
で引用されている箇所以外は）不明であり、もし仮に東京簡裁の判断に恣意的な疑いがある
という趣旨であれば、その点は正当であろうが、他方で相当性の判断を客観的に行うべきこ
とと当該判断が裁判所の自由裁量に委ねられることは両立し得ないわけではないから、この
点に関する東京地裁の判示には疑問が残る。
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(４）ところで、旧法の時代から、簡裁の専属管轄に属する訴訟については地
裁による自庁処理の判断が否定されていた（旧民訴30条２項但書）が、専属的管
轄の合意がある訴訟に関しては、専属管轄の場合と同様であるとする見解が多か
ったとい
(17)
える。これに対して、現行法では、民訴法16条２項ただし書のかっこ書
により、地裁による自庁処理の判断が否定される専属管轄から専属的合意管轄が
排除されることが明らかにされ、旧法下での見解の対立は解消されたといえる。
３．専属的管轄の合意
(１）専属的管轄の合意については、とりわけ約款による管轄の合意の場合に
合意裁判所が約款使用者である企業側に都合よく決められ、相手方である消費者
にとっては不利になることが多かったことから、旧法時には非常に議論が紛糾し
た論点である。そこでの主な議論は、①合意管轄の内容が明示されていない場合
の当事者の意思解釈として、専属的管轄の合意か付加的管轄の合意かを判断する
基準、ならびに、②専属的管轄の合意の場合における旧民訴法31条の移送の可否
およびその要件、に分けることがで
(18)
きる。
(２）これに対して現行法では、民訴法20条１項により、移送を認めない専属
管轄から専属的合意管轄が排除されることになり、結局のところ同法17条から19
条による移送ができることが明らかにされたため、旧法下での議論のうちでもと
(17) ただし、新堂幸司＝小島武司編『注釈民事訴訟法（１）』286頁〔花村治郎〕（有斐閣・
1991）、齋藤秀夫ほか編『〔第２版〕注解民事訴訟法（１）』378頁〔小室直人＝井上繁規〕
（第一法規・1991）、菊井維大＝村松俊夫『全訂民事訴訟法Ⅰ〔補訂版〕』169頁（日本評論
社・1993）は、例外的に当事者双方が地裁で審理および裁判を受けるのに異議がない場合に
は簡裁に移送する必要はないとしていた。これに対して、兼子一ほか『条解民事訴訟法』80
頁〔新堂幸司〕（弘文堂・1986）は、全面的に移送を否定する趣旨のようであった。
他方で、専属的合意管轄がある場合の旧民訴法31条ノ２の適用については、これを否定す
る見解（兼子ほか・前掲書81頁〔新堂〕、菊井＝村松・前掲書178頁）もあったが、肯定する
見解（鈴木正裕ほか『注釈民事訴訟法』57頁〔鈴木（正）〕（有斐閣・1985）、新堂＝小島
編・前掲書293頁〔花村〕、齋藤ほか編・前掲書391頁〔小室＝井上〕、谷口安平＝井上治典編
『新・判例コンメンタール民事訴訟法１』245頁〔上北武男〕（三省堂・1993））も多かった。
(18) 旧法下における約款による管轄の合意および専属的管轄の合意の問題については、水谷
暢「約款による管轄の合意」民商69巻５号925頁以下（1974）、石川正美「普通取引約款と裁
判管轄（一）（二・完）」神奈川大学法学研究所研究年報１号101頁以下（1980）、２号139頁
以下（1981）、高島義郎「管轄合意をめぐる問題点」鈴木忠一＝三ケ月章監修『新・実務民
事訴訟講座１』225頁以下（日本評論社・1981）、吉野正三郎「管轄をめぐる当事者自治とそ
の限界」同『民事訴訟における裁判官の役割』225頁以下（成文堂・1990）〔初出は講座民事
訴訟④（1985）〕、吉野正三郎＝齋藤哲「民事紛争における『裁判地』の決定をめぐる裁判例
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くに②については立法的に解決されたものと解さ
(19)
れる。
ところで、民訴法20条１項の解釈について、専属的合意管轄の場合であっても
その効力としての「専属性」を否定する見解が
(20)
ある。この見解によれば、当事者
間の合意において専属的合意管轄と書面に明示されている場合、または明示はな
いが当事者の意思解釈として専属的管轄の合意と判断される場合であっても、そ
の訴訟法上の効果としては合意管轄裁判所以外の裁判所の管轄を排除するという
「専属性」は否定され、単に付加的管轄の合意の効力しか認められないというこ
とになるであろう。
この見解が民訴法16条２項の場合でも同様に解するのかは不明であるが、仮に
この見解を前提とすると、本件では争点が異なってくるように思われる。という
のも、本件における訴訟の目的の価額は140万円を超えており、本来的には地裁
の事物管轄である。そして、本件の訴訟物が不当利得返還請求権であり、大阪府
がXの住所地であることに鑑みれば、Xは義務履行地（民訴５条１号、民484条、
商516条）を管轄する地裁としての大阪地裁に訴訟を提起したのであろうと考え
られる。とすれば、本件においては、少なくとも特別裁判籍として法定管轄を有
する大阪地裁と、合意管轄裁判所としての大阪簡裁とが競合するということにな
り、両者間の移送の可否は、民訴法16条２項の問題ではなく、同法17条の問題だ
ということになる可能性がある。
(３）そこで、現行法が一般的に専属的合意管轄の「専属性」を否定している
のかを、民訴法改正時の議論を踏まえて検討することが有益であると思わ
(21)
れる。
の研究」東海法学４号25頁以下（1989）、新堂＝小島編・前掲（注17）252頁以下〔栂善夫〕、
奈良次郎「専属的合意管轄は終焉か?（上）（中）（下）」判評427号（判時1497号）148頁以
下、428号（判時1500号）196頁以下、429号（判時1503号）164頁以下（1994）、坂本倫城
「管轄合意及び移送をめぐる実務及び立法上の諸問題」木川統一郎先生古稀祝賀『民事裁判
の充実と促進（上）』231頁以下（判例タイムズ社・1994）、池田辰夫「管轄合意の専属性と
移送―消費者保護法理の形成－」中野貞一郎先生古稀祝賀『判例民事訴訟法の理論（上）』
137頁以下（有斐閣・1995）等参照。
(19) 竹下守夫ほか編集代表『研究会新民事訴訟法』38頁〔竹下〕（有斐閣・1999）、高田・前
掲（注10）47頁、池田辰夫「管轄と移送」竹下守夫＝今井功編『講座新民事訴訟法Ⅰ』109
頁（弘文堂・1998）、三宅ほか編・前掲（注7）203頁〔山下孝之〕、秋山ほか・前掲（注7）
220頁、伊藤眞『民事訴訟法〔第３版３訂版〕』58頁（有斐閣・2008）、中山幸二「管轄の争
点」伊藤眞＝山本和彦編『民事訴訟法の争点』43頁（有斐閣・2009）等。
(20) 細野敦「管轄」塚原朋一ほか編『新民事訴訟法の理論と実務（上）』133頁（ぎょうせ
い・1997）、三宅ほか編・前掲（注７）203頁〔山下〕。
(21) 民訴法改正時の議論については、松村和徳「新民事訴訟法における管轄・移送システム
の改革」山形大学法政論叢10号45頁（1997）が詳細である。
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ア．この点、平成５年12月に公表された「民事訴訟手続に関する改正要綱
(22)
試案」の「第一 管轄」「三 管轄の合意（第二五条）」では、「（本案）紛争の発
生前にした管轄の合意は、当事者の双方が法人又は商人である場合にのみ効力を
認めるものとする。（別案）紛争の発生前にした管轄の合意は、専属的管轄を定
めるものであっても、付加的な管轄の合意としての効力しか認めないものとす
る。」とされて
(23)
いた。
他方で、平成８年２月に公表された「民事訴訟手続に関する改正要
(24)
綱案」の
「第一 管轄」「三 管轄の合意」では、「専属的管轄の合意がされている訴訟に
ついても、裁判所は移送又は第三十条第二項の規定による自庁処理をすることが
でき、当事者は中間確認の訴え又は反訴の提起をすることができるものとする。」
とされ、「四 移送」の「１」では、「第一審裁判所は、訴訟がその管轄に属する
場合においても、当事者及び尋問を受けるべき証人の住所、使用すべき検証物の
所在地その他の事情を考慮して、訴訟の著しい遅滞を避け、又は当事者の公平を
図るため必要があると認めるときは、その専属管轄に属するものを除き、申立て
により又は職権で、訴訟の全部又は一部を他の管轄裁判所に移送することができ
るものとする。」とされた。この改正要綱案は、現民訴法の16条２項ただし書、
17条および20条１項につながるものである。
イ．改正要綱試案が公表されてから改正要綱案が公表されるまでの間にどのよ
うな議論がなされたのかは不明で
(25)
あるが、少なくとも、改正要綱試案の本案が採
用されなかったのは明白である。というのも、日本では個人営業に極めて近い法
(22) 法務省民事局参事官室編『民事訴訟手続に関する改正試案』別冊NBL27号（1993）に
よる。
(23) なお平成３年12月に公表された「民事訴訟手続に関する検討事項」（法務省民事局参事
官室編『民事訴訟手続の検討課題』別冊NBL23号（1991））の「第一 裁判所」「一 管
轄」のうち、「２ 例えば、次のような考え方があるが、どうか。」の「（四） 管轄の合意
（第二五条）」では、改正要綱試案の本案につながる⑴、別案につながる⑵のほかに、「⑶
専属的管轄の合意によって管轄が生じた事件についても、訴訟手続の著しい遅滞又は当事者
が予期することができなかった著しい損害を避けるため必要があるときは、その合意がなけ
れば法定管轄が生ずる裁判所へ移送することができるものとするとの考え方」が示されてい
た。
しかし、この⑶については、「管轄の合意をめぐる問題点を解消するための立法的な方策
としては必ずしも十分なものとはいえないと考えられたために、これを試案でとりあげるこ
とは見送られた」（柳田幸三ほか「『民事訴訟手続に関する改正要綱試案』の解説⑴」
NBL539号14頁（註４）（1994））とされる。
(24) NBL587号８頁以下（1996）による。
(25) 松村・前掲（注21）50頁。
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人が多いこと等から、法人または商人であるか否かによって合意の効力について
全く異なる取扱いをすることの合理性に疑問があり、また、商人かどうかは商行
為をすることを業とするかどうかによって決まるが、その認定に実務上困難を生
ずる場合があるために、ドイツやフランスのような規定を設けることは断念され
たからで
(26)
ある。
これに対して、改正要綱試案の別案と現行法との関係性についてはそれほど明
確でなく、前述の民訴法20条１項の解釈につき専属的合意管轄の「専属性」を否
定する見解も、現行法が別案を採用したと述べてそれを根拠としているわけでは
ない。この点に関して、立案担当者が、遅滞を避ける等のための移送について旧
民訴法31条が「著キ損害又ハ遅滞ヲ避クル為」と規定していたのを、現民訴法17
条が「訴訟の著しい遅滞を避け、又は当事者間の衡平を図るため」として要件を
緩和することで、「個々の事案ごとに、当事者双方の事情と訴訟経済を考慮して、
より適当な裁判所へ移送することができるようにする方が、現在生じている問題
点を適切に解決することになると考え
(27)
られ」、さらに管轄の合意をめぐる主要な
問題が専属的管轄の合意の場合に生ずるために、「この合意がされた場合であっ
て、その合意にかかる裁判所で審理をすることが当事者間の衡平に反すると認め
られる場合に、移送という方法でこれを救済することができれば、管轄の合意を
巡る問題点は概ね解決されるものと考えら
(28)
れ（る）」と指摘している点に鑑みれ
ば、現行法が改正要綱試案の別案を採用したということもできないと解さ
(29)
れる。
(４）それでは、現行法において、専属的管轄の合意の効力についてどのよう
に解すべきであろうか。
ア．まず、専属的管轄の合意は、合意裁判所以外の裁判所の管轄を排除する点
(26) 法務省民事局参事官室『一問一答 新民事訴訟法』48－49頁（商事法務研究会・1996）。
(27) 法務省民事局参事官室・前掲（注26）41頁。なお17条移送については、安西明子「当事
者間の衡平を図るための移送」判タ1084号４頁以下（2002）、山本和彦「17条移送」大江忠
ほか編『手続裁量とその規律－理論と実務の架橋をめざして』75頁以下（有斐閣・2005）、
花村良一「移送制度の問題」伊藤眞＝山本和彦編『民事訴訟法の争点』47頁（有斐閣・
2009）等も参照。
(28) 法務省民事局参事官室・前掲（注26）48－49頁。なお、竹下ほか編集代表・前掲（注
19）36－37頁〔福田剛久〕も参照。
(29) 中野貞一郎『解説新民事訴訟法』26頁（有斐閣・1997）は、合意管轄については「管轄
合意の合理的な利用を確保することも必要であり、明確・適切な限定は至難で、今後の課題
として見送られた」と述べる。また、松村・前掲（注21）49頁も、「要綱試案は日の目をみ
ることなく、消え去った」とする。
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にその特色があるのに対し、民訴法17条の移送は、管轄裁判所が競合しているこ
とが前提となるのであり、この点でそもそも専属的管轄の合意の性質とは相容れ
ないものがあるといわなければならない。そして、民訴法20条１項により同法17
条の移送ができることを明文化した点に現行法の意義があるという点に鑑みれ
ば、民訴法20条１項による17条移送に関しては、専属的合意管轄の「専属性」は
否定せざるを得ないのではなかろ
(30)
うか。すなわち、たとえ書面に専属的管轄の合
意と明示されている場合または解釈上専属的管轄の合意と判断される場合であっ
ても、17条移送との関係では、その訴訟法上の効果は付加的管轄の合意の効力し
かなく、当該合意によっても合意管轄以外の法定管轄を排除する効力は認められ
ないと解さ
(31)
れる。民訴法改正後の同法17条に関する裁判例には、当事者間に管轄
の合意がある場合でもそれが専属的管轄の合意か付加的管轄の合意かについて言
及することなく、直接的に17条移送の要件の有無を判断しているものが見受けら
れるが、これらも同様に解しているものと考えら
(32)
れる。
もっとも、17条移送の判断に際して専属的管轄の合意が存在することを考慮す
べきか否かについては、学説上の対立がある。旧法下における議論を前提にこれ
を考慮すべきでないとする
(33)
見解もあるが、管轄の合意にも様々な態様のものが存
在し得るのであるから、当該合意における両当事者の属性や認識、さらには当該
合意の内容や合意のなされた経緯等（具体的には、当事者が企業か消費者か、管轄
の合意が約款によってなされたか否か、両当事者が管轄の合意を認識していたか否かま
たそれがどの程度か、管轄の合意が一方当事者に過度に有利なものとなっているか否
か、管轄の合意について説明があったか否か、当事者に管轄の合意を拒絶する可能性が
存在していたか否か等）を、17条移送の要件である「訴訟の著しい遅滞を避け、
又は当事者間の衡平を図るため必要がある」か否かを判断する「その他の事情」
(30) 中山・前掲（注19）43頁も、「17条移送との関係」では「専属的合意管轄という概念は
現行法により本来の意味を消失したと言わざるをえない」と述べる（ただし、それ以外の民
訴法16条２項、18条および19条についての言及はない）。なお、賀集ほか編・前掲（注７）
69－70頁〔石川〕も同旨か。
(31) この点で、現行法において専属的管轄の合意の効力が著しく減殺されたことは否定でき
ない。竹下ほか編集代表・前掲（注19）36頁〔青山善充〕、満田明彦「合意管轄及び応訴管
轄」三宅省三ほか編集代表『新民事訴訟法大系―理論と実務―第１巻』141、143頁（青林書
院・1997）、高田・前掲（注10）47頁等。
(32) 大阪高決平成10・８・10金判1058号24頁、東京地決平成11・３・17判タ1019号294頁、
東京地決平成11・４・１判タ1019号294頁、東京高決平成12・３・17金法1587号69頁、大阪
地決平成13・４・５判タ1092号294頁等。なお、松下淳一「移送（１）―専属管轄の合意」
伊藤眞ほか編『民事訴訟法判例百選〔第３版〕』15頁（2003）参照。
(33) 竹下ほか編集代表・前掲（注19）38頁〔竹下〕、池田・前掲（注19）110頁（註25）。
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として考慮することは差し支えないものと思わ
(34)
れる。
イ．これに対して、民訴法16条２項または同法18条の場合、もともと地裁は管
轄を有しておらず、地裁・簡裁間に管轄の競合はないという点で、同法17条の場
合とは事情が異なるということに注意しなければならない。すなわち、同法16条
２項の場合には地裁による自庁処理の判断によって、また同法18条の場合には簡
裁による地裁への移送の決定によって、地裁の管轄権が設定されるという点に鑑
みれば、同法16条２項ただし書のかっこ書による自庁処理の判断または同法20条
１項による18条移送が認められる趣旨は、専属的合意管轄の「専属性」を否定す
るという点にあるのではなく、むしろ、専属的合意管轄の「専属性」という当事
者間の合意よりも地裁での審理および裁判を受ける当事者の利益を重視すること
を明文上規定する点に
(35)
あると解すべきであ
(36)
ろう。
したがって、この場合には専属的合意管轄の「専属性」は否定されず、その結
果として合意裁判所以外の裁判所の管轄は原則として排除されるが、他方で、地
裁による自庁処理の判断または簡裁による18条移送に関しては、専属的合意管轄
の「専属性」から直ちに結論が導かれるわけではないというべきである。つま
り、専属的管轄の合意が存在することを前提に、それでもなお自庁処理や18条移
送を「相当と認める」か否か、すなわち地裁での審理および裁判を受けることが
当事者の利益に合致するか否かを判断することになるのであり、その際の事情と
して、当該合意における両当事者の属性や認識、さらには当該合意の内容や合意
のなされた経緯等を考慮することもできると解すべきである。
(５）以上より、本件においては専属的合意管轄の「専属性」は否定されず、
大阪地裁と大阪簡裁との管轄の競合は生じないゆえに、両者間の移送の可否は、
民訴法17条の問題ではなく同法16条２項の問題であるということになる。
(34) 竹下ほか編集代表・前掲（注19）38頁〔伊藤眞〕、三宅ほか編・前掲（注７）157－158
頁〔滝澤孝臣〕、伊藤・前掲（注19）68頁、秋山ほか・前掲（注７）220頁。
(35) 専属的合意管轄は、法定の専属管轄（民訴13条）とは異なり任意管轄であることに変わ
りなく（新堂＝小島編・前掲（注17）250頁〔栂〕）、通説によれば応訴管轄（民訴12条）や
併合請求における管轄（同７条）が認められることに鑑みれば、専属的合意管轄の「専属
性」といえども絶対的でないことは明らかである。
(36) このように解すると、民訴法20条１項による17条移送の場合と18条移送の場合とで専属
的合意管轄の「専属性」の効力について結論が異なることになるが、これは17条移送が管轄
裁判所の競合を前提とすることに基づくものであって、18条移送の場合まで同じように解釈
する必要性はないものと思われる。
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４．本件の検討
以上の考察を踏まえて、本件の検討を行う。ここでは、原決定と本決定につい
て、それぞれ検討していくこととする。
（１）原決定の検討
原決定は、民訴法16条２項の「処理が相当と認められるのは、合意に基づく専
属管轄裁判所への移送が申し立てられたときに、移送を認めることにより訴訟の
著しい遅滞を招いたり、当事者の衡平を害することになると認めるべき事情があ
る場合に限られると解され、このような事情がないときには、合意に基づく専属
管轄裁判所に移送するのが相当である」と判示しており、同項にいう「相当と認
めるとき」の解釈として、専属的合意管轄裁判所への移送により訴訟の著しい遅
滞を招いたり、当事者間の衡平を害することになる場合に限定されるとする。
ここで、原決定は本件における民訴法16条２項の適用にあたり、専属的管轄の
合意の存在やその「専属性」をかなり重視しているように思われるが、これは逆
にいえば、原決定の判示するところは専属的管轄の合意がある場合にだけ妥当す
るのであって、通常の簡裁管轄事件（すなわち訴訟の目的の価額が140万円以下であ
りかつ専属的管轄の合意がない事件）では別の判断要素によって判断することを最
初から想定しているのかもしれない。
しかし、仮に専属的管轄の合意の存在を重視するとしても、その結果として民
訴法16条２項にいう「相当と認めるとき」がなぜ移送により訴訟の著しい遅滞を
招いたり当事者間の衡平を害することになる場合に限定されなければならないの
かについては、原決定は何も言及していない。原決定は、専属的管轄の合意の存
在を民訴法16条２項にいう「相当と認めるとき」の解釈に反映させるためにはよ
り客観的な基準が要求されるべきであり、当該基準として、（本件は民訴法17条の
問題ではないものの）「訴訟の著しい遅滞」や「当事者の衡平」という基準を「借
用」したのではないかとも推測さ
(37)
れる。ただ、仮にそうだとしても、判断要素を
限定することの妥当性自体が疑わしいのみならず、原決定は当該限定の根拠を示
していない点で、全体的に論拠不足との批判は免れないのではなかろうか。
(37) 私見とは異なるが、仮に専属的合意管轄の「専属性」を一般的に否定して本件を民訴法
17条の問題であると理解するのであれば、移送の判断基準が「訴訟の著しい遅滞」や「当事
者間の衡平」となるのは論理的に一貫していることになるが、原決定がこのような見解を採
るものでないことは、「民訴法17条」という説示がないことやその論調から見ても明らかで
あろう。
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（２）本決定の検討
これに対して、本決定は、その決定要旨の最後で、「このことは、簡易裁判所
の管轄が専属的管轄の合意によって生じた場合であっても異なるところはない
（同法16条２項ただし書）」と述べている。そのため、本決定は、通常の簡裁管轄
事件を前提として、そこでの判断基準が専属的管轄の合意がある場合にも妥当す
るというように論理を展開しているものと解される。
ア．すなわち、本決定はまず民訴法16条２項の趣旨について確認した上で、
「自庁処理の相当性の判断は地方裁判所の合理的な裁量にゆだねられている」と
判示する。この点は、従来の通説が、同条項の相当性の判断は恣意的にではなく
客観的になすべきであるが、他方で判断内容に具体的な基準がないという意味で
地裁の自由裁量に委ねられると述べていたのと同趣旨であろうと思われる。
イ．次に本決定は、「地方裁判所にその管轄区域内の簡易裁判所の管轄に属す
る訴訟が提起され、被告から同簡易裁判所への移送の申立てがあった場合」につ
いて検討し、「当該訴訟を簡易裁判所に移送すべきか否かは、訴訟の著しい遅滞
を避けるためや、当事者間の衡平を図るという観点（民訴法17条参照）からのみ
ではなく、同法16条２項の規定の趣旨に鑑み、広く当該事件の事案の内容に照ら
して地方裁判所における審理及び裁判が相当であるかどうかという観点から判断
されるべき」であると判示する。
この点、本件において、Yによる簡裁への移送の申立てを却下する旨の判断
は、地裁による自庁処理が相当であるとの判断と同義であり、他方で、Yによ
る簡裁への移送の申立てを認容する旨の判断は、地裁による自庁処理が不相当で
あるとの判断と同義であるから、結局のところ、「当該訴訟を簡易裁判所に移送
すべきか否か」と「地裁の自庁処理が相当か否か」とは表裏の関係をなすという
ことがで
(38)
きる。そのため、その判断基準も同一のものと解するのが合理的であ
り、「相当と認める」（民訴16条２項）か否か、すなわち「当該事件の事案の内容
に照らして地方裁判所における審理および裁判が相当であるかどうか」によって
判断されるべきこととなる。そして、このように解すれば、「訴訟の著しい遅滞
を避けるためや、当事者間の衡平を図るという観点（民訴法17条参照）」に限定さ
れるべき根拠はないということになり、その意味で本決定は妥当で
(39)
ある。
(38) 本決定は、そのあてはめにおいて、「原々審が本件訴訟の事案の内容に照らして自庁処
理を相当と認め、相手方の移送申立てを却下したのは正当である」と判示しており、地裁の
自庁処理が相当であることとYによる簡裁への移送の申立てを却下することを同義のもの
と捉えていると解される。
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なお、本決定は「訴訟の著しい遅滞を避けるためや、当事者間の衡平を図ると
いう観点」に限定されないと述べているのであって、民訴法16条２項にいう「相
当と認めるとき」の判断要素として、事件の複雑性や困難性、地裁による慎重な
審理および裁判の必要性のほかに、「訴訟の著しい遅滞」や「当事者間の衡平」
を含めることを禁止する趣旨ではないと思われる。したがって、民訴法16条２項
の地裁による自庁処理の判断に際して、同法17条所定の「当事者及び尋問を受け
るべき証人の住所、使用すべき検証物の所在地その他の事情」を考慮することも
可能であり、かつ、本件のように専属的管轄の合意が存在する場合には、当該合
意における両当事者の属性や認識、さらには当該合意の内容や合意のなされた経
緯等を考慮することも差し支えないというべきで
(40)
ある。もっとも、地裁による自
庁処理の判断は「訴訟がその管轄区域内の簡易裁判所の管轄に属する場合」に限
定されるのであるから、地裁と簡裁との場所的遠隔性はそれほど問題にならず、
判断要素としても副次的なものにとどまると解される。したがって、「当事者及
び尋問を受けるべき証人の住所」を考慮するにしても、その重要度が17条移送に
比してかなり低いことは否定でき
(41)
ない。
ウ．本決定はさらに、「簡易裁判所への移送の申立てを却下する旨の判断は、
自庁処理をする旨の判断と同じく、地方裁判所の合理的な裁量にゆだねられてお
り、裁量の逸脱、濫用と認められる特段の事情がある場合を除き、違法というこ
とはできない」と判示する。前述のように「自庁処理の相当性の判断は地方裁判
所の合理的な裁量にゆだねられている」のであるから、簡裁への移送の申立てを
(39) もっとも、通常の簡裁管轄事件において民訴法16条２項の判断要素が「訴訟の著しい遅
滞」や「当事者間の衡平」に限定されないのはある意味当然であって、原決定がこれらの要
素に限定したように読めるために、本決定はあえてこれらに限定されない旨を明確に判示し
たのであろうと思われる。ただし、これは原決定の読み方にもよるために一概には言えない
が、原決定が専属的管轄の合意がある場合についてのみ判示し、通常の簡裁管轄事件につい
ては念頭に置いていなかったとすれば、原決定と本決定とは判示事項が嚙み合っていないの
かもしれない。
(40) 濵田・前掲（注８）142頁。なお、後掲（注44）参照。
(41) 旧民訴法31条ノ２に関する事件であるが、水戸地決昭和56・８・20判タ448号127頁は、
XがYに対して抵当権設定登記等の抹消登記手続を求める訴訟を麻生簡裁に提起し、Yが、
まず自己の普通裁判籍のある相模原簡裁へ事件の移送を申し立てたが却下されたために、次
に麻生簡裁は交通の便が悪いという理由で水戸地裁土浦支部へ事件の移送を申し立てたとこ
ろ、麻生簡裁がこれも却下したためにYが即時抗告をした事案であり、水戸地裁は、「Yの
交通の便宜という事情は民事訴訟法31条による移送の要件の判断において主として考慮され
ることは格別として、付随的事情として斟酌されるべきであると解するのが相当である。」
と判示して、Yの抗告を却下した。
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却下する旨の判断が地裁の自庁処理が相当であるとの判断と同義である点に鑑み
れば、「簡易裁判所への移送の申立てを却下する旨の判断」もまた「地方裁判所
の合理的な裁量にゆだねられ」るとするのは論理的に一貫したものであって、こ
の点でも本決定は妥当で
(42)
ある。
なお、最高裁の述べる「裁量の逸脱、濫用と認められる特段の事情がある場
合」が具体的にどのような場合かを検討するに、地裁による自庁処理の判断は、
本来は簡裁の管轄事件を地裁があえて引き受ける旨の決定であり、その意味では
地裁の裁判官にとって事件処理の負担が増えるだけであるから、事件の内容に鑑
みて地裁での処理が相当だと地裁が判断した場合には、裁量の逸脱や濫用と認め
られることはほとんどないように思わ
(43)
れる。
エ．そして最後に、本決定は、「このことは、簡易裁判所の管轄が専属的管轄
の合意によって生じた場合であっても異なるところはない（同法16条２項ただし
書）」と結論づける。この点、民訴法16条２項によれば、地裁による自庁処理の
判断が否定される簡裁の専属管轄から専属的合意管轄が排除されるのであるか
ら、「例外（ただし書）の例外（かっこ書）は原則（本文）である」として、専属
的管轄の合意がある場合に地裁が自庁処理を判断する際の基準も、通常の簡裁管
轄事件の場合と同様に「相当と認める」か否かであると解するのが合理的であ
り、その意味でも本決定は妥当で
(44)
ある。
(42) ところで判時2021号41頁等のコメントは、「本件とは逆に、自庁処理の相当性を否定し
て簡易裁判所へ移送する場合には地方裁判所の裁量的判断は否定されることになる」と述べ
る。この見解の趣旨は若干分かりにくいが、自庁処理が相当である旨の判断では地裁の裁量
的判断が肯定されるのに対して、自庁処理が相当でない旨の判断では地裁の裁量的判断が否
定されるということになるのであろうか。しかし、仮に自庁処理の相当性を否定する判断に
地裁の合理的な裁量が働かないとすれば、地裁はいかなる基準によって自庁処理の相当性を
否定する判断をすることになるのかが不明である。
それとも、地裁の判断の結果として自庁処理が相当でないとの結論に至った場合には必ず
事件を簡裁へ移送しなければならず、その際には地裁の裁量的判断は働かないという趣旨で
あろうか。しかし、地裁の自庁処理の判断に際しては、本来的に地裁には管轄がなく、管轄
違いの状態にあることが前提なのであるから、地裁が自庁処理の相当性を否定した場合には
簡裁に移送するのはある意味当然であって、その段階では裁量的判断が働かないことも当た
り前のことである。
(43) 判時2021号41頁等のコメント。
(44) なお判時2021号41頁等のコメントは、本決定が「現行民訴法の下においても専属的管轄
の合意を移送を肯定する要素としてなお評価すべきであるという解釈・・を明確に否定した
ものと解される」と述べるが、本決定は単に民訴法16条２項にいう「相当と認める」か否か
の判断基準が通常の簡裁管轄事件での判断と専属的管轄の合意がある場合とで異ならないと
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５．おわりに
本決定は、直接的には専属的管轄の合意がある事案に関する判例であるが、本
決定の趣旨は、通常の簡裁管轄事件のみならず、民訴法16条２項と表裏の関係に
立つ同法18条の解釈に対しても及ぶものと解さ
(45)
れる。
なお、平成15年の「司法制度改革のための裁判所法等の一部を改正する法律」
（法律第128号）によって簡裁の事物管轄が90万円から140万円に引き上げられ、簡
裁の役割が一段と高められることとなった。そのため、簡裁判事や司法委員、さ
らには簡裁代理権を付与された司法書士（もちろん場合によっては弁護士も）が関
与する簡裁での手続において、「少額軽微な民事訴訟について簡易な手続により
迅速に紛争を解決する」という簡裁の特色をどのように維持するかが、今後もな
お簡裁制度の課題であるといえよう。そして、当該課題と関連して、地裁による
自庁処理の判断または簡裁による地裁への裁量移送を通じた地裁と簡裁との事件
の分担ということも、問題となる場合があるように思われる。
【後注】
本決定に関する評釈として、川嶋四郎・法セ648号120頁（2008）、濵田陽子・ジュリ1376号
（平成20年度重判解）141頁（2009）、齋藤哲・リマークス39号98頁（2009）等がある。
なお、脱稿後、河村好彦・法学研究82巻８号181頁（2009）に接した。
述べているにすぎず、両方の場合とも専属的管轄の合意が存在することを判断要素の１つと
して含めることまで禁止する趣旨ではないのではなかろうか。専属的管轄の合意といっても
様々な態様があり得るのであって、その重要度はともかくとしても、これを判断要素として
含めてはならない根拠がどこにあるのかは不明である。
(45) 川嶋・前掲（注１）120頁、判時2021号41頁等のコメント。
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